
 

平 成 ３０年 １０月 ２５日 

 航 空 局 運 航 安 全 課 

長野県消防防災ヘリ墜落事故に関する 

運輸安全委員会意見を受けて、更なる取組を行います 

 

 

 
 

本日、運輸安全委員会により、平成２９年３月５日に長野県松本市鉢伏山山中で発生した長野

県消防防災航空センター所属ベル式４１２ＥＰ型機墜落事故に関する航空事故調査報告書の中

で、航空事故防止及び航空事故が発生した場合における被害の軽減のため、国土交通大臣（航

空局）に対して意見の陳述が行われました。 

同意見を受け、航空局では以下の対応を行って参ります。 
 

１． 意見内容  

〇航空機乗組員に対して、 

 ・ 航空身体検査証明の申請に際し、自己申告を正しく行うこと  

 ・ 航空身体検査証明の有効期間中であっても身体検査基準への適合性が疑われる身体状態

となったときには航空業務を中止して指定航空身体検査医等の指示を受けること 

について指導を徹底する必要がある。 
 

２．航空局における対応  

航空局では、これまでも航空身体検査証明を的確に行うための取組みを実施してきました

が、今般の運輸安全委員会からの「意見」を踏まえ、以下のとおり指導を強化して参りま

す。 

〇航空身体検査において既往歴等や服薬状況を正しく申告すること、及び 

〇航空身体検査証明の有効期間中であっても基準への適合が疑われる状況になった際には業

務を中止して指定航空身体検査医等の指示を受けること 

について、 

① 操縦士に対し、所属団体等を通じて文書による徹底を図るとともに、国土交通省ホームペー 

 ジにも掲載する。また、使用にあたり指定航空身体検査医等の確認を必要とする医薬品等を

まとめたリーフレットを作成し周知を図る。 

② 事業者（消防庁、警察庁、海上保安庁等も含む）に対し、所属する操縦士への指導を要請す

る。また、航空安全講習会においても指導の強化を要請していく。 

③ 指定航空身体検査医に対する講習会において、航空身体検査問診時の既往歴等の確実な

聞取りについて要請していく。また、操縦士の確実な自己申告を確保するための措置（チェッ

クリスト等の作成）について、専門家からの意見も踏まえ検討する。 
 
 【問い合わせ先】 

 航空局安全部運航安全課乗員政策室 梅澤、太田 
連絡先 ： 03-5253-8111（内線 50301,50302）、03-5253-8738（直通） 
       FAX03-5253-1661 

航空局は、運輸安全委員会からの意見を受け、操縦士に対して、航空身体検査時におけ

る既往歴等に係る自己申告を確実に実施させる等の指導を強化し、的確な航空身体検査証

明の実施を徹底します。 


